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【背景と目的】 

現在、世界の死亡数の約 3 分の 2 は非感染性疾患（Non－

Communicable Diseases:以下NCDs）によるものであり、その約

80％が途上国で起こっている。大洋州の10か国ではNCDｓは死

因の第1位で、世界の高肥満率10か国中8か国が大洋州の国で

あり、NCDsは健康上の大きな問題となっている。 

2011年の国連総会ハイレベル会合では各国の非感染性疾患対

策に国際社会は協力して取り組むべきと宣言されている。2012

年のWHO公式加盟国会合では自発的世界目標が提示され、死亡・

罹患の指標、行動危険因子の指標、国内政策の対応として合計９

個の目標が設定された 1)。これに対して途上国では WHO の

Package of Essential Noncommunicable Disease Intervention 

for Primary Health Care in Low Resource Settings(（資源に

乏しい環境のプライマリヘルスケアにおける基本的な非感染性

疾患介入策の包括的計画:以下 PEN と略す）に沿い、喫煙対策、

アルコール対策、健康に良い食事、運動の推進の 4 つを実施し

ている。しかし PEN で示された４方策のうち、‘健康に良い食

事’と‘運動の推進’に関する取り組みは進んでいない。特に運

動について大洋州は熱帯性気候のため、日中に行いにくく、裸足

で外を歩く習慣も日中の運動を妨げる要因となっている。 

研究者らは大洋州での運動療法の可能性を検討するため、ト

ンガで医療者や患者を対象とした面接調査を実施し、研究成果

を発表した 2)。 

トンガに対して日本はNCDs対策として青年海外協力隊員（以

下、隊員とする）を派遣しており、本研究ではNCDs対策として

看護師隊員たちがどのような活動を行っているかを明らかにす

ることを目的とした。  

【方法】 

2019年9月末までにトンガに派遣された558名の青年海外協

力隊員の中で、青年海外協力隊看護師隊員中、派遣要請目的が

NCDｓ対応の隊員の活動報告書（5冊/人）を熟読して活動項目を

抽出し、分析を行った。 

青年海外協力隊員の活動報告書は国民に公開されている。本

研究では報告書作成者が特定されないように配慮した。 

【結果】 

558名中保健医療関係の隊員は53名おり、その中で看護師隊

員は9名いた。そのうちNCDsへの対応を目的として派遣された 

隊員は4名であり、全員NCDsのクリニックで活動していた。 

症状が出てから来院する患者が多くみられた。 

 クリニックでのNCDs対策に関連する隊員の主な活動は、患者

への対応と地域住民への活動とが行われていた。 

患者に対しては、個別の食事指導、受診前の健康教育、糖尿病

患者に対してのフットチェック、家庭での創傷処置に関する指

導、家庭菜園つくりの指導、受診中断者のリスト作成や訪問活動

などが行われていた。患者に対する運動療法の指導についての

記載はほとんど見当たらなかった。 

 地域住民に対しては、クリニックに近い教会での定期的にウ

ォーキングやエクササイズの指導、地域での健康教育、学校での

健康教育などが実施されていた。子どもたちには非常に虫歯が

多く、子どもからの生活習慣の改善の必要性が隊員によって指

摘されていた。 

【考察】 

 来院する患者は症状が出てから受診する者が多く、2 次予防

または 3 次予防に関する活動が中心となっていた。指導は食事

指導が中心であり、運動療法に関する積極的な指導は記載され

ていなかったが、これは気候による運動療法のしにくさととも

にBMI30以上の肥満の成人が国民の半数以上を占め、NCDsの患

者ではそれ以上の肥満により体を動かすこと自体が容易ではな

いことも関係していると考えられる。しかしそのような患者に

対しては食事指導とともに、行いやすい運動プログラムの開発

が望ましい。また 1 次予防となる子どもへの健康教育は健康な

大人をつくるための鍵であり、クリニックや地域で住民の特徴

を理解し密接に関わることができる看護師隊員の活動が期待さ

れる。 
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